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就任にあたって

理事長　宇 野　重 規

このたび日本政治学会の理事長に就任しました
宇野重規です。今日、ロシアによるウクライナ侵
攻をはじめ、世界と日本の政治状況はますます混
沌としています。このような状況において、日本
政治学会は自らの使命をはたすために何をなすべ
きでしょうか。また、できるでしょうか。このこ
とを学会員の皆様とともに考え、学会のさらなる
発展のために最大限の努力をしていきたいと願っ
ております。ご協力のほど、心よりお願い申し上
げます。
まず何より、この 2年間、日本政治学会の運営
にあたられました大西裕前理事長はじめ、安井宏
樹前常務理事、梶原晶、砂原庸介、関智弘、ヒジ
ノ・ケン前幹事に最大限の感謝の意を表したいと
思います。この 2年はまさに新型コロナウィルス
の感染拡大によって世界が揺るがされ続けた期間
でした。学会運営も同様であり、研究大会の開催
はもちろん、理事会や日々の運営など、暗中模索
が続きました。このような困難な時期にあって、
力強く学会の運営をリードしていただきましたこ
とに、あらためて御礼申し上げます。
その意味で、これからの 2年間の最大のミッ
ションは、いかに「コロナ後の学会」を実現して
いくかにあります。今後、いつ再び大規模な感染
拡大が起きるかわからない以上、学会運営にあ
たってはまず会員の皆様、そして学会と関わるす
べての方の安全が最重要であることは言うまでも
ありません。その一方、隔離期間中に何より実感
したのは、人と人とが直接会って話をすることの
意義でした。研究者の場合は特に、何気ない会話
から新たな研究の着想を得ることも珍しくありま

せん。安全面に最大の配慮をしつつ、研究大会を
はじめ、会員の皆様の直接的な対話の機会を増や
せるように努力していきたいと思います。
次に、世界の学界との交流を再度、加速したい
と思います。皮肉にも、パンデミックは私たちの
環境のオンライン化を大きく推し進めることにな
りました。現在、各種の国際学会や研究会が、
Zoomなどを用いて開催されています。わざわざ
長距離の移動をしなくても、世界の研究者と交流
することができるようになったことは、間違いな
く大きな進歩です。とはいえ、新たな出会いや親
密な会話を実現するために、直接顔を合わせるこ
との意義もなくなってはいません。来年7月には
IPSAの世界大会が、アルゼンチンのブエノスア
イレスで開催されます。これを機に、アジアを含
め、海外の諸学会との連携を再び強化したいと考
えています。
最後に、しかし最も重要なことは、学会をます
ます障壁のない、敷居の低いものにすることで
す。年齢やジェンダー、置かれた境遇の違いを超
えて、この場に加わりたいというすべての方に
とって、参加のしやすい学会を実現するために、
さらなる工夫や努力が必要であると痛感していま
す。必要な情報を伝えるための努力はもちろん、
学会参加を阻む経済的、物理的な制約を一つひと
つ取り除いていきたいと考えています。
私は民主主義の本質を「参加と責任のシステ
ム」と考えています。学会の諸活動への皆様の積
極的な参加を心よりお待ちしております。そのた
めにも、学会運営について、その責任を十全には
たしていく所存です。
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新役員紹介（2022年–2024年）
理事長
宇野　重規（東京大学）

2023年度企画委員長　　　
谷口　尚子（慶應義塾大学）

2024年度企画委員長
岩崎　正洋（日本大学）

年報2024-Ⅰ号編集委員長
曽我　謙悟（京都大学）　　

年報2024-Ⅱ号編集委員長
柄谷　利恵子（関西大学）　

年報2025-Ⅰ号編集委員長　
野口　雅弘（成蹊大学）　

年報2025-Ⅱ号編集委員長　
堤　英敬（香川大学）　　

2022‒2023年査読委員長　　
今井　貴子（成蹊大学）　

2023‒2024年査読委員長　
田村　哲樹（名古屋大学）

2023年文献委員長　　
堀金　由美（明治大学）　

2024年文献委員長　　
飯田　健（同志社大学）　

2024年書評委員長　　　
浅野　一弘（日本大学）　

2025年書評委員長　　　
犬塚　元（法政大学）　

研究交流委員長　　　
高安　健将（成蹊大学）

国際交流委員長
大庭　三枝（神奈川大学）

選挙管理委員長
安井　宏樹（神戸大学）

倫理委員長
岡本　哲和（関西大学）

IPSA担当理事
久保　慶一（早稲田大学）

2023年度開催校担当理事
牛山　久仁彦（明治大学）

2024年度開催校担当理事
田村　哲樹（名古屋大学）

常務理事
早川　誠（立正大学）

幹事
池本　大輔（明治学院大学）

幹事
上村　剛（日本学術振興会）

幹事
永見　瑞木（大阪公立大学）

幹事
マッケルウェイン　ケネス　盛
（東京大学）

監事
坂本　治也（関西大学）

監事
白鳥　浩（法政大学）
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2023年度研究大会企画公募のお知らせ

2023 年度企画委員長　谷 口　尚 子

2023年度日本政治学会研究大会は、2023年9月
16日（土）～17日（日）に明治大学（駿河台キャン
パス）にて開催されます（新型コロナウイルス感
染症の流行状況等により、開催形式は変わる可能
性がありますので、学会ウェブサイトを随時ご確
認ください）。
企画委員会では、研究大会の企画・報告を募集
します。応募の締め切りは、2023年1月13日（金）
です。報告・企画の採否は、企画委員会が合議に
よって決定致します。企画委員会の判断で、ご希
望とは異なる分科会やカテゴリーに移っていただ
く場合もあります。これらの点につき、予めご承
知おきくださいますようお願い致します。
応募される場合には、以下の 1～3 をお読みに
なった上で、手続きをお進めください。
1.　公募するカテゴリーについて
①公募企画
任意のテーマ（ただし政治学に関するもの）
で、司会者・報告者（2～3 名）・討論者（1～2 
名）をセットとする分科会の企画を募集します。
「国際交流公募企画」として、海外の研究機関に
所属する登壇者を含む英語の分科会を企画するこ
とも可能です。
②自由論題
任意のテーマ（ただし政治学に関するもの）
で、個人の報告を募集します。企画委員会におい
て複数の報告を組み合わせ、司会者・討論者を選
定して分科会を設定します。
③政治学のフロンティア（ポスターセッション）
任意のテーマ（ただし政治学に関するもの）
で、ポスター発表形式による報告を募集します。
2.　応募にあたっての留意事項
①登壇数の制限について
会員は、2023年度の研究大会において、司会
者・報告者・討論者としてそれぞれ 1回ずつ、合
計3回まで登壇可能です（ポスターセッションも
報告者として含みます）。複数の論文に共著者と
して名前を連ねることは可能ですが、報告者とし

て登壇できるのは 1回のみとなります。ただし、
企画委員会が特別に認める場合は、この限りでは
ありません。
②登壇者の会員資格について
登壇者（司会者・報告者・討論者）は、会員で
あることを原則とします（ただし、企画委員会が
特に認める場合にはこの限りではありません）。
共著論文に関しては、共著者全員が会員である
ことが望ましいですが、非会員が含まれることも
例外的に認めます。ただし、登壇者は会員に限り
ます。非会員であっても応募は可能ですが、2023
年度研究大会までに会員となる必要があります
（理事会による承認のため、極力2023年5月末ま
でに入会を申請してください。それ以降の申請の
場合、承認が間に合わない可能性があります）。
国際交流公募企画として応募される場合には、
海外の研究機関に所属する方に限り、非会員でも
登壇することができます。ただし、申し込み責任
者は会員に限ります。
③報告概要・報告論文の提出について
報告者は、報告概要・報告論文の提出を義務づ

けられます。「日本政治学会総会・研究大会企画・
報告申込システム」（後述）を用いて提出してくだ
さい。
④使用言語について
報告要旨および報告論文は、「日本語または英
語」とします。報告・討論の言語は日本語としま
す。国際交流公募企画以外の報告・討論において
英語の使用を希望される場合には、企画委員長ま
でお問い合わせください。
3.　応募の手続き
「日本政治学会研究大会企画・報告申込システ
ム」を通じて、応募してください（報告要旨・報
告論文提出も同システムを利用します）。応募期
限は、2023年1月13日（金）です。同システムに
は、学会ウェブサイトからお進みください。利用
には、会員番号（非会員の場合、ログイン ID）・
パスワードが必要です。ログイン後、申込者情報
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（氏名・メールアドレス・会員種別・所属・電話
番号・連絡先住所）をご登録の上、メニューに従
い、「自由論題・政治学のフロンティア（ポス
ターセッション）応募」または「公募企画・各委
員会企画の応募」のいずれか 1 つを選んでくだ
さい。
◆自由論題・政治学のフロンティア（ポスター
セッション）の応募に際しては、最初の画面で、
a.  発表形式（自由論題または政治学のフロン
ティア（ポスターセッション）のいずれか
1つを選択してください）

b. 報告の分野（選択してください）
c. 報告タイトル
d. 報告概要（全角600字程度）
次の画面で
e. 報告者氏名・フリガナ・所属
の各項目を入力してください。
◆公募企画の応募に際しては、
最初の画面で、
a.  企画の種類（公募企画を選択してください）
b. 企画タイトル

c. 企画の分野（選択してください）
d.  企画趣旨と各報告概要（あわせて全角1000 
字程度）

次の画面で、
e.  氏名・フリガナ・所属（司会者・報告者・討
論者などの全員、報告者にあっては報告タイ
トルも）

の各項目を入力してください。
なお、国際交流公募企画として応募される場合
は、企画趣旨の冒頭に「【国際交流企画】」という
表記を加えてください。
企画・報告申込システムについて不備等があり
ましたら、今後の改善の参考のためにもご意見等
をお寄せください。
応募に関するお問い合わせは、2023年度企画
委員長　谷口尚子 naokot.a8[at]keio.jp　宛てで、
件名を「日本政治学会2023年度大会関係問い合
わせ」としていただきますようお願い致します。
多くの会員の皆様のご応募をお待ちしておりま
す。

「分野別研究会」2023年度研究大会分科会設置申請のお知らせ

研究交流委員長　高 安　健 将

日本政治学会では、学会を会員に対して広く聞
かれたものとする目的で研究交流委員会を設置
し、その下で多数の「分野別研究会」が活発な活
動を行っています。
分野別研究会は、研究大会において分科会設置
を申請することができます。2023年度研究大会
にて分科会の設置を希望する分野別研究会責任者
には、「日本政治学会研究大会　企画・報告シス
テム」を利用して、応募および報告論旨・報告論
文の提出を行っていただきます。申請に際して
は、「2023年度研究大会企画公募のお知らせ」（『会
報』3‒4頁）を参照してください。応募期限は、
2023年1月13日となります。分科会設置に関し
ては、研究交流委員会が審査を行い、かつ最終的

には企画委員会との協議の上で決定しますので、
すべての申請が認められるわけではありません。
この点をあらかじめご了承ください。
なお、分野別研究会の新規設置申請は随時受け
付けておりますが、2023年度研究大会での分科
会設置を希望される場合は、2022年12月17日ま
でにご申請願います。
新規の分野別研究会設置ならびに研究大会分科
会企画についてご質問のある方は、下記までご連
絡ください。

研究交流委員会委員長　高安健将
（takayasu[at]law.seikei.ac.jp）
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『年報政治学』独立論文ならびに特集論文公募のお知らせ

査読委員長　今 井　貴 子

『年報政治学』では論文を公募しています。公募
論文は、「特集」テーマに関連した「特集論文」と、
特定のテーマにとらわれない「独立論文」の 2種
類に区分されます。「独立論文」は、特定の締切り
期日を設けず受け付けています。ただし編集の都
合上、2023年度第Ⅱ号（2023年12月刊行予定）に
掲載を希望される会員は、2023年3月20日までに
下記のメールアドレスへ原稿をご提出ください。
公募論文には査読による審査が行われます。審
査を公正かつ迅速に行うため、正副委員長のほか
5名の委員からなる査読委員会が設けられていま
す。査読委員会は、原則として会員の中から査読
者を選び、査読結果にもとづいて掲載論文を決定
します。論文投稿の詳細については、日本政治学
会ホームページに掲載されている「論文投稿規
程」及び「査読委員会規程」をご覧ください。 

○投稿論文送付先（電子メールのみ）： 
submission[at] jpsa-web.org 
○投稿規程：独立論文・特集論文ともに学会ホー
ムページ（https://www.jpsa-web.org/publication/ 
nenpo/front/）に掲載されている投稿規程に則
り、上記メールに送付してください。投稿規程に
より、未発表でない論文、論文の分量（注、参考
文献、図表を 含め原則20,000字以内）を超過し
ている論文、また 応募時点の年度の会費を納入済
みでない会員の論文は受理できませんので、投稿
前に必ず規程をご確認ください。分量の計算につ
い て は、https://www.jpsa-web.org/publication/
nenpo/kitei/bunnryou/をご参照ください。また、
二重投稿は禁止されています。なお、2022年度
第Ⅰ号から投稿規程が改定され、 共著論文の応募
資格、各号への投稿回数、掲載不可となった論文
の再投稿に関する規定が追加されましたので、ご
注意ください。

『年報政治学』2023年度第Ⅱ号特集論文公募のお知らせ

2023年度第Ⅱ号年報委員長　井 柳　美 紀 
査読委員長　今 井　貴 子

2023年度第Ⅱ号（2023年12月刊行予定）のテー
マは「政治リテラシー」です。近年、政治的無関
心やポピュリズムなどをめぐって様々な問題が提起
され続ける中、デモクラシーを担う市民の意識や資
質について、政治学がどう向き合っていくかは重要
な点だと思われます。教育学のみならず政治学の
領域においても政治教育や政治リテラシーをめぐる
研究は近年、徐々に増えてきています。2016年の
投票年齢の18歳への引き下げに対応して高等学校
では「主権者教育」が開始され、同年の『年報政
治学』（第Ⅰ号）では「政治と教育」に関する特集
が組まれています。「政治リテラシ－（政治的リテ

ラシー）」とは、文字通り訳せば政治に関する読み
書き能力のことですが、具体的には政治に関する
知識や技能や態度の複合体であると暫定的に定義
しておきたいと思います。市民はもとより、政治家、
官僚、専門家など様々な主体の政治リテラシーに
ついて、様々な分野からの研究を歓迎します。
投稿の締め切りは 2023年3月20日となります。
投稿原稿は、学会ウェブサイト（https://www.
jpsa-web.org/publication/nenpo/front/）に掲載さ
れている投稿規定に則り、査読委員会の電子メー
ルアドレス宛に（submission[at]jpsa-web.org）お
送り下さい。
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『年報政治学』2024年度第I号特集論文公募のお知らせ

2024年度第I号年報委員長　曽 我　謙 悟 
査読委員長　今 井　貴 子

2024年度第1号（2024年6月刊行予定）のテー
マは、「政策と政治」です。従来、政治学は、政
治の帰結として政策が生み出されることに着目す
るとともに、政策課題によって政治のあり方が異
なってくるといった双方向の関係に目を向けてき
ました。しかし近年は、社会学や経済学との分業
のみならず、公共政策学の登場などもある中で、
政治と政策の関係、より広くは政治と社会・経済
との関係は、政治学において、やや関心が薄く
なっているようにも思われます。
このことは、政治学に固有の中心的なテーマへの
注力の結果でもあり、必ずしも消極的に捉えられる
べきこととも言えません。しかし、そのことが社会・
経済と政治との関係性を等閑視し、政治学の内閉性
を高めていくのであれば、望ましいことではないで

しょう。「私たちの社会や経済が抱える問題は、政
治に原因があるのではないか」といった問いから背
を向けるのでは、多くの人々が政治学に期待する役
割を果たすことは難しいのではないでしょうか。
対象とする時代や国を問わず、国際関係から地

方自治までさまざまなレベルでの分析を歓迎しま
す。また、現代政治分析のみならず政治理論・思
想や政治史など多様なアプローチからの投稿、経
済学や社会学など隣接分野との共同研究の成果な
どをお待ちしています。投稿の締め切りは、2023
年10月20日といたします。投稿原稿は、学会ウェ
ブサイト（https://www.jpsa-web.org/publication/
nenpo/front/）に掲載されている投稿規程に則り、
査読委員会の電子メールアドレス（submission[at]
jpsa-web.org）宛にお送り下さい。

『年報政治学』2024年度第Ⅱ号特集論文公募のお知らせ

2024年度第Ⅱ号年報委員長　柄 谷 利恵子 
査読委員長　今 井　貴 子

2024年第Ⅱ号（2024年12月刊行予定）のテー
マは「『移動』という思考」を予定しています。
「移民」、「難民」、「避難民」のどのような呼称
でも、国境を越えて移動するヒトに関する報道を
毎日のように目にします。モノ、カネ、情報の
「移動」も増え続けています。今日の「移動」は
地理上に留まらず、インターネットを使った仮想
上においても活発です。たとえ私たちが地理上の
一箇所に留まっていても、多様な形態の「移動」
なしで生活するのは困難です。一方、「移動」は
「領土」や「国民」といった既存の境界を揺るが
し変容させています。
近年、国境を越えるヒトの移動に伴う排除・包
摂、さらには安全保障化の議論は増えてきていま

す。その多くが、国家や国民を規定する境界は
「動かない」のが常態であり、それに対して「動
く」という例外的事態が及ぼす「脅威」を研究対
象としています。しかし多様な形態の「移動」
は、もはや私たちの日常の一部です。そこで、
「『移動』という思考」を通じて政治学・国際政治
学の展開に寄与する論考を募集いたします。
投稿の締め切りは 2024年3月20日となります。
投稿原稿は、学会ウェブサイト（https://www.
jpsa-web.org/publication/nenpo/front/）に掲載さ
れている投稿規定に則り、査読委員会の電子メー
ルアドレス宛に（submission[at]jpsa-web.org）お
送り下さい。
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研究業績自己申告のお願い

2023年文献委員長　堀 金　由 美

例年どおり、『年報政治学』に会員の皆様の研
究業績を「学界展望」として掲載いたします。つ
きましては、以下の要領で業績の自己申告をお願
いいたします。なお、紙幅の関係上、自己申告い
ただきました業績のすべてを掲載できない可能性
もありますことを、予めご了承ください。

1.　 申告対象期間：2022年1月1日～2022年12月
31日までに刊行された業績

2.　申告業績本数：主なもの 1、2本
3.　 申告方法：所定の研究業績自己申告書様式を
学会ホームページからダウンロードし、記入
して申告してください。記入の際、各業績の
〈専門分野〉（下記参照）の指定をお願いいた
します。
申告書の提出にあたっては、図書、抜刷、また
はコピーを必ず同封の上、下記送付先へ郵送して
ください。特に、自己の研究業績を複数の〈専門
分野〉にまたがって申告される場合には、その申
告分野の数だけ当該業績の図書、抜刷、またはコ
ピーを同封してくださるようお願いいたします。
たとえば、ある業績を「政治理論」分野と「政治
過程論」分野の両方で申告される場合には、当該
業績を 2部提出していただくことになります。
なお、提出された図書、抜刷、コピーなどは原
則として返却いたしませんのでご了承ください。
ただし、図書についてのみ、ご希望の場合、宛先
を記入したレターパックを同封いただけば返却す
ることといたします。
4.　締め切り：2023年1月24日（火）（消印有効）
5.　 送付先：〒101‒8301  
東京都千代田区神田駿河台1‒1  
明治大学政治経済学部　堀金由美気付  
日本政治学会文献委員会  
＊送付先は学会事務局ではありません。予算
の都合上、送料は各自ご負担くださいますよ
うお願いいたします。なお、FAXや電子メー
ルによる提出は受け付けておりません。

6.　 問い合わせ先：明治大学　堀金由美  
E-mail: horikane@meiji.ac.jp

7.　 専門分野：以下一欄でご確認の上、申告書に
〈専門分野〉の番号をご記入ください。

8.　 専門別分野一覧
110　政治思想
111　アジア政治思想
112　ヨーロッパ政治思想
113　アメリカ政治思想
114　ロシア（ソ連）・東欧政治思想
115　政治哲学

120　政治史
121　アジア政治史
122　ヨーロッパ政治史
123　アメリカ政治史
124　ロシア（ソ連）・東欧政治史
125　グローバル・ヒストリー

130　比較政治・地域研究
131　アジア比較政治・地域研究
132　アフリカ比較政治・地域研究
133　オセアニア比較政治・地域研究
134　中東比較政治・地域研究
135　中南米比較政治・地域研究
136　北米比較政治・地域研究
137　ヨーロッパ比較政治・地域研究
138　ロシア（ソ連）比較政治・地域研究

140　国際政治・国際関係論
141　国際政治経済論
142　国際機構論
143　国際政治史・外交史
144　安全保障論
145　平和研究
146　内戦研究
147　国際政治思想
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150　日本政治
151　日本政治思想
152　日本政治史
153　日本外交史
154　現代日本政治
155　地域政治

160　行政学
161　行政史
162　行政組織論
163　地方自治
164　公共政策
165　都市行政

170　政治学方法論
171　政治理論
172　数理
173　計量分析
174　実験
175　政治教育

180　政治制度論
181　選挙制度
182　議会

183　政党論
184　利益団体論
185　司法
186　憲法
187　国家論
188　政治体制論
189　軍・政軍関係

190　政治社会論
191　政治過程論
192　社会運動論
193　政治意識論・投票行動
194　政治心理学
195　政治文化論
196　福祉国家論
197　政治経済学
198　メディア研究
199　ジェンダー論

200　アイデンティティ政治
201　宗教と政治
202　ナショナリズム
203　エスニシティと政治
204　政治的リーダーシップ

第4回若手論文優秀賞の決定について

理事長　宇 野　重 規

日本政治学会では、若手会員の研究活動を奨励
し顕彰するとともに、学会を通じた研究活動をさ
らに活性化するために、「日本政治学会若手論文
優秀賞」を設けています。第4回の受賞作には、
厳正な審査の結果、次の 2点が選ばれました。

山口晃人「子どもの参政権の政治哲学的検討―
智者政批判との関係から」（年報政治学2021年-II
号掲載）

金慧「デモクラシーと表現の自由―表現の規制
は民主的正統性を掘り崩すのか」（年報政治学
2022年-I号掲載）

授賞式は 2022年10月1日（土）15時半から開催
され、受賞者による挨拶がおこなわれました。
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IPSA世界大会派遣について

理事長　宇 野　重 規

2023年7月にアルゼンチンのブエノスアイレス
でIPSA世界大会が開催されます。つきましては、
遠隔地での開催ということを考慮して、海外学会
渡航補助金額を引き上げ、20万円とします。ま
た、助成対象人数についても、通常の IPSA大会
開催年は 5名であるところを、10名程度としま
す。なお、応募人数が 10名を超えた場合は、必
要性に応じて対象人数を国際交流委員会で判断し
ます。ただし、これらは来年度に限った措置であ

り、IPSA以外の他学会への渡航補助金額には変
更はありません。また IPSAに関しても、2024年
度以降については別途検討します。
なお、同大会への参加にあたっては、渡航補助
を日本政治学会以外の学会にも同時に申請し、ま
た受給することを妨げません。ただし、補助金を
支払うにあたっては、航空券の半券等と領収書の
提出をお願いいたします。

国際交流基金の運用について

理事長　宇 野　重 規

このたび、一般会計繰越金のうち 1千万円を国
際交流基金積立金に振り替え、一般会計から切り
離して、IPSAおよび海外学会との交流にあてる
こととしました。今後、IPSA分担金など国際交

流基金事業費は、一般会計からではなく、国際交
流基金積立金からの支出とします。ただし、一般
会計からの切り離しは、国際交流基金積立金が費
消されるまでの時限的なものとします。

学会ウェブサイトのリニューアルについて
このたび、日本政治学会のウェブサイトのリ
ニューアルを行いました（ウェブサイトのアドレ
スは変更ありません。http://www.jpsa-web.
org/）。セキュリティ強化のためのリニューアル

ですが、あわせて情報をより見やすい形でお伝え
できるよう改善してあります。英語版を含め、今
後ますますウェブサイトの内容を充実したものに
するよう努めてまいります。

学会公式Twitter の運用開始について
かねてより学会公式Twitter を 2022年10月1・
2日の研究大会に向けて試験運用してまいりまし
たが、このたび本格的に運用を開始しました。ア
カウント名は日本政治学会@JPSA_web です。

ウェブサイトやメーリングリストと合わせ、学会
事務局からのよりタイムリーな情報提供を目指し
ます。
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日本政治学会2022年度第1回理事会議事録

1. 日　時： 2022年6月11日（土）15時30分～16
時40分

2. 場　所：オンライン会議システム Zoom会議
3. 出席者： 大西裕（理事長）、浅野一弘、五百

籏頭薫、岩崎正洋、宇野重規、遠藤
乾、大庭三枝、久保慶一、近藤康
史、杉之原真子、曽我謙悟、高安健
将、武田宏子、谷口尚子、堤英敬、
外池力、平田武、福島康仁、待鳥聡
史、三浦まり、三船毅、渡辺博明
（以上理事）、安井宏樹（常務理事）、
早川誠（次期常務理事）、砂原庸介、
ヒジノケン、梶原晶、関智弘（以上
幹事）

 欠席者： 青木栄一、池谷知明、今井貴子、井
柳美紀、牛山久仁彦、遠藤誠治、鏑
木政彦、小南浩一、品田裕、高橋一
行、田村哲樹、徳久恭子、若松邦弘
（以上理事）、竹中佳彦、坂本治也
（以上監事）

4. 議題
冒頭に、大西理事長より Zoomの機能を用いた
録音・録画が提案され、了承された。
〈審議事項〉
（1） 監事の選任について
大西理事長から、竹中佳彦監事の後任として白
鳥浩会員（法政大学）が提案され、承認された。

（2） 総会・研究大会の実施について
大西理事長から、本年度の研究大・総会の開催
形式について、企画委員長・開催校理事と相談し
たうえで、8月上旬に決定し、8月10日頃にメー
リングリスト等を通じて会員に周知することが報
告された。合わせて、対面方式での開催が決定し
た後、万が一に事態が急変した際には研究大会は
中止し、総会のみをオンラインで開催することが
提案され、承認された。なお、研究大会中止の場
合に、オンラインで実施したいというパネルにつ
いては、その情報を政治学会のメーリングリスト
等で周知することも提案され、承認された。

次に大西理事長から、入会申請の仮承認（仮
称）について、研究大会に伴い開催される理事会
で入会審査を受ける入会申請者に対して、大会参
加を可能にするために入会の仮承認を与えること
を認める理事会内規を新たに作成することが提案
され、承認された。

（3） 次回の理事会の日程について
大西理事長から、次回の理事会日程に関して、
研究大会前日の 2022年9月30日の夕刻にオンラ
インで開催することが提案され、承認された。

（4） 入退会承認について 
安井常務理事から、6月1日時点での会員数が
1807名であること（前回理事会から申出退会21
名、逝去6名、除名（自動退会）31名）、本日34
名（一般20名、学生14名）の入会申し込みがあ
ることが報告され、34名の入会が承認された。

（5） その他
①委員会委員の追加
年報2023-1号編集委員会の高安委員長より、竹
中治堅会員（政策研究大学院大学）を委員に追加
することが提案され、承認された。

〈報告事項〉
（1） 年報印刷費について
安井常務理事から、筑摩書房から直近の物価上
昇と年報政治学の総頁数が全体的に増えているこ
とを理由とした価格改定の申し入れがあり、
2022-1号の出版が迫っていたこともあるために、
5月4日付のメールにて理事会に持ち回り審議を
お願いし、承認がなされたことが報告された。

（2） 2022年度日本政治学会若手論文優秀賞の選
考について
若手論文優秀賞選考委員会の平田委員長から、
選考のスケジュールに関して報告があり、7月の
中旬に選考が行われる見通しが報告された。
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（3） 大会開催校からの報告
①2022年度開催校
龍谷大学の渡辺担当理事から、8月上旬の決
定を前に、開催校としては対面・オンラインの
両方について準備をしていること、大学が学会
開催のための教室使用について認めている方向
であることが報告された。
②2023年度開催校
明治大学の牛山担当理事から、2023年の大
会開催について、9月16・17日を第一希望とし
て、明治大学駿河台校舎リバティータワー・ア
カデミーコモンを使用する予定で準備を進めて
いること、懇親会を実施する予定であることが
報告された（安井常務理事代読）。

（4） 委員会等報告
①2022年度企画委員会
待鳥委員長から、ニューズレターに本年度の
企画について掲載したこと、報告要旨の入力が
進んでいること、近くウェブサイトが公開され
ることが報告された。また、現在、対面開催を
実施した場合の海外からの登壇者の報告方法
について検討が行われていることが報告され
た。
②年報2022-Ⅰ号編集委員会
三浦委員長から、2022‒1号が特集論文6本と
独立論文で構成され、無事に校了したことが報
告された。
③年報2022-Ⅱ号編集委員会　
五百籏頭委員長から、順調に執筆が進められ
ていることが報告された。
④年報2023-Ⅰ号編集委員会
高安委員長から、順調に執筆が進められてい
ることが報告された。
⑤2021‒2022年査読委員会
杉之原委員長から 2022‒1号に対して 18本の
投稿があり、12本が掲載されることが報告され
た。2022‒2号には 17本の投稿があり、現在査読
プロセスが進められていることが報告された。
⑥2022年文献委員会
谷口委員長から、委員に執筆を依頼して順調
に進んでいることが報告された。

⑦2022年書評委員会
遠藤委員長から無事校了したことが報告され

た。
⑧国際交流委員会
近藤委員長から、海外学会派遣について、2
名の応募があり両名を選出したことが報告され
た。また、台湾政治学会への派遣に関して、例
年であれば募集を開始している時期だが、現在
のところ台湾政治学会からのテーマの通知が遅
れているために募集が遅れていることが報告さ
れた。次に本年度研究大会での国際交流セッ
ションについて、韓国政治学会から 2名を受け
入れる予定となっており、「新しい世界秩序と国
家の対応」をテーマとして報告者を依頼中であ
ることが報告された。国際交流セッションにつ
いては、対面実施の場合の海外からの登壇者の
報告について検討中であることが報告された。
⑨IPSA関係
久保担当理事より、IPSA執行役員会がブエ
ノスアイレスで行われ、2023年度の IPSA研究
大会が、基本的には対面で、一部オンラインで
のパネルを併用する方式で開催の開催が決定し
たことが報告された。

（5） 学会間協力・連携について
大西理事長から、4月中旬に連絡を取ったすべ
ての学会から協力・連携に関する協議に参加する
旨の意思表示があったことが示された。今後の方
針として、ワーキンググループを設置し、政治学
会からの参加は当面理事長と常務理事が参加する
こと、学会運営上の問題点や協力・連携の利益に
ついて確認することが重要であるとの合意のもと
に、学会員の変動状態や若手の比率、財政収支状
況、学会誌投稿状況、事務局員・各種委員会構成
員等について資料を収集し、ワーキンググループ
に提供する旨の報告があった。
大西理事長からは、学生会員数が減少している
こと、投稿数が非常に多くなりつつあることが指
摘され、後者については雑誌の特集論文・独立論
文のあり方について検討が必要であることが示唆
された。理事からは、論文投稿に関するデータに
関して、ニューズレターの発行時期と公募論文の
締め切りの時期にずれがあり、ニューズレターに
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は最終的な数字が反映されていない可能性が指摘
された。また論文投稿に関する情報は、会員の活
動状況を示すという意味でも査読委員会が把握し
ている情報を参照して開示することが考えられる
との意見が出た。

（6） 事務局報告
安井常務理事から、入会申請のオンライン化が
開始されたことが報告され、開催される理事会毎
にいつまで申請を受け付けるかを決めておく必要

があることが述べられた。また、学会ウェブサイ
トの改定についても、秋の第一段階変更を目指し
て作業が進められていることが報告された。

（7） その他
次回理事会が、2022年9月30日（金）にオンラ
イン会議にて開催されることが再度確認された。
また本年度総会が 2022年10月2日（日）11時30
分から開催予定であることが確認された。

日本政治学会2022年度第2回理事会議事録

1. 日　時： 2022年9月30日（金）18時30分～ 
19時40分

2. 場　所：オンライン会議システム Zoom会議
3. 出席者： 大西裕（理事長）、青木栄一、池谷

知明、今井貴子、岩崎正洋、宇野重
規、遠藤乾、大庭三枝、久保慶一、
近藤康史、品田裕、杉之原真子、曽
我謙悟、高橋一行、高安健将、谷口
尚子、田村哲樹、堤英敬、外池力、
徳久恭子、平田武、福島康仁、待鳥
聡史、三浦まり、三船毅、若松邦
弘、渡辺博明（以上理事）、安井宏
樹（常務理事）、坂本治也（監事）、
砂原庸介、ヒジノケン、梶原晶、 
関智弘（以上幹事）

 欠席者： 浅野一弘、五百籏頭薫、牛山久仁
彦、遠藤誠治、小南浩一、井柳美
紀、鏑木正彦、武田宏子（以上理
事）、竹中佳彦（監事）

4. 議題
冒頭に、大西理事長より Zoomの機能を用いた
録音・録画が提案され、了承された。
〈審議事項〉
（1） 入退会承認について
安井常務理事から、9月26日時点での会員数が
1837名であること（前回理事会から退会3名、逝
去1名）、本日12名（一般5名、学生7名）の入会
申請があることが報告され、全員の入会が承認さ

れた。またこの結果、会員数は 1849名（内訳：
終身会員165名、シニア会員42名、一般会員
1485名、学生会員157名）となることが報告され
た。

〈報告事項〉
（1） 2022年度研究大会開催校からの報告
龍谷大学の渡辺担当理事から、10月1日より開
催予定の研究大会について会場の準備がほぼ整っ
た状態であること、書店・出版社からの当日の出
展が 2件（晃洋書房・極東書店）あることが報告
された。経費については学会からの準備金で収め
ることが可能となる見通しもあわせて報告され
た。

（2） 2023年度研究大会開催校からの報告
明治大学の牛山担当理事から、2023年9月16
日および 17日に明治大学駿河台学舎・アカデ
ミーコモンで研究大会開催に向けて順調に教室等
の確保が進んでいること、大学の規定で新型コロ
ナウイルス感染症の感染状況によっては開催がで
きなくなる可能性もあることが報告された（安井
常務理事代読）。

（3） 国際交流基金事業について
大西理事長から、主として海外学会への渡航費
補助に支出している国際交流プログラム助成費に
関して、来年度については IPSAの大会が遠隔地
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のブエノスアイレスで開催されるため、ブエノス
アイレス大会については渡航費補助額を 10万円
から 20万円に引き上げ、助成対象者数も 5人か
ら 10人に増やす提案が紹介された。さらに、一
般会計から 1000万円を切り離して国際交流基金
積立金に振り替え、その積立金が費消されるまで
国際交流基金事業に充てる提案が紹介され、後者
について質疑があった。

（4） 若手論文優秀賞について
大西理事長より、メール審議にて先に承認され
たとおり、第4回日本政治学会若手論文優秀賞の
受賞作として、山口晃人「子どもの参政権の政治
哲学的検討―智者政批判との関係から」（年報政
治学2021年-II号掲載）、金慧「デモクラシーと表
現の自由―表現の規制は民主的正統性を掘り崩す
のか」（年報政治学2022年-I号掲載）の二論文が
選定されたことが示され、確認された。なお、研
究大会1日目に共通論題に先立ち表彰式を行う予
定であることが報告された。

（5） 委員会等報告
①2022年度企画委員会
待鳥委員長から、研究大会企画の準備が整っ
ていること、報告論文がおおむね提出されたほ
か、数件の辞退があったことが報告された。
②年報2022-Ⅰ号編集委員会
三浦委員長から、『コロナ禍とジェンダー』
というタイトルで 6月に無事に刊行されたこと
が報告された。
③年報2022-Ⅱ号編集委員会
五百籏頭委員長から、論文が揃い順調に刊行
の準備が進んでいることが報告された（安井常
務理事代読）。
④年報2023-Ⅰ号編集委員会
高安委員長から、夏に最後の研究会を行い、
2月の入稿を目指して執筆が進んでいることが
報告された。
⑤2021‒2022年査読委員会
杉之原委員長から、2022年1号では投稿数18
本で 12本が掲載可となったこと、2号では投稿
数18本で 4本（うち 1本が特集論文）となった
ことが報告された。

⑥2022年文献委員会　
谷口委員長から、例年並みの申告を受け、全

ての原稿が校正に入っていることが報告された。
⑦2022年書評委員会
遠藤委員長から、6月に年報政治学が無事に
刊行されたことが報告された。
⑧2023年書評委員会
池谷委員長から、順調に作業が進められてい
ることが報告された。
⑨国際交流委員会
近藤委員長から研究大会1日目午前に韓国か
らのオンラインの参加者を含めて国際交流パネ
ルが行われること、韓国政治学会の会長から総
会でビデオメッセージが流されることが報告さ
れた。12月の台湾政治学会への派遣が 2名決定
したことが報告された。
⑩倫理委員会
福島委員長から、研究倫理・ハラスメント防
止について積み上げた議論を次期理事会に引き
継ぐべく準備していることが報告された。
⑪若手論文優秀賞選考委員会
平田委員長から、7月9日に選考委員会が開
催され、理事会の持ち回り審議を経て若手論文
優秀賞が決定したことが報告された。

（6） 事務局報告
①WEBサイトについて
安井常務理事から、新事務局と連携しながら
WEBサイトの構築が行われていることが報告
され、10月6日に第1段階のリニューアルが行
われることが報告された。
②学会Twitter について
安井常務理事から、学会公式Twitter を 9月
12日から、総会・研究大会まで試験運用して
いること、問題がなければ新事務局で本格運用
されることが報告された。
③ニューズレターの内容の訂正について
安井常務理事から、ニューズレターに掲載さ
れた印影無しのバージョンの決算報告書の日付
が誤っており、次のニューズレターで訂正を行
うことが報告された。
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（7） その他
①学会間連携WGについて
大西理事長から、各学会から基本的なデータ
が提供され、現在開催校・事務局・会員数につ
いて重点的に検討していることが報告された。
②その他
最後に大西理事長から、退任に当たってコロ

ナ禍での学会運営に対する理事・監事、事務局
各位の協力に謝意が示された。
また本年度総会が 2022年10月2日（日）11時
30分から開催予定であることが確認され、昨
年の総会後に活動のあった委員会については報
告が予定されていることが告知された。

日本政治学会2022年度第3回理事会議事録

1. 日　時： 2022年10月2日（日）12時30分～
13時10分

2. 場　所： 龍谷大学・深草キャンパス・和顔館
B207教室および zoom会議

3. 出席者： 宇野重規（理事長）、青木栄一、浅
野一弘、芦立秀朗、飯田健、五百旗
頭薫、池谷知明、井田正道、伊藤
剛、今井貴子、井柳美紀、岩崎正
洋、遠藤乾、大庭三枝、岡本哲和、
柄谷利恵子、久保慶一、杉之原真
子、曽我謙悟、高安健将、詫摩佳
代、武田宏子、谷口尚子、田村哲
樹、堤英敬、徳久恭子、福島康仁、
堀金由美、三浦まり、安井宏樹、渡
邉容一郎（以上、理事）、早川誠
（常務理事）、坂本治也、白鳥浩（以
上、監事）、池本大輔、上村剛、ケ
ネス・マッケルウェイン、永見瑞木
（以上、幹事）

4. 議題
冒頭に、宇野理事長より zoomの機能を用いた
録音・録画が提案され、了承された。
〈審議事項〉
（1） 顧問の委嘱について
宇野理事長より、大西裕前理事長に顧問を委嘱
したいとの提案がなされ、承認された。

（2） 委員長および各委員会委員の承認について
宇野理事長より、次期理事会で承認済みの委員
長と委員が紹介され、確認された。また、年報委
員会（2025年度Ⅱ期）については、新たに委員

が紹介され、承認された。各委員長と委員会委員
は次の通り。

・企画委員長（2023年度）（谷口尚子委員長、
慶應義塾大学）
 委員：竹中治堅（副委員長、政策研究大学院
大学）、大澤津（北九州市立大学）、籠谷公司
（大阪経済大学）、川嶋周一（明治大学）、善
教将大（関西学院大学）、築山宏樹（慶應義
塾大学）、辻陽（近畿大学）、馬場香織（北海
道大学）、肥前洋一（高知工科大学） 
・企画委員会（2024年度）（岩崎正洋委員長、
日本大学）
 委員：伊藤岳（大阪公立大学）、大木直子（椙
山女学園大学）、小松志朗（山梨大学）、白取
耕一郎（環太平洋大学）、中田瑞穂（明治学
院大学）、西岡晋（東北大学）、野田遊（同志
社大学）、松元雅和（日本大学）、山本健太郎
（北海学園大学） 
・年報委員会（2024年度Ⅰ期）（曽我謙悟委員
長、京都大学）
 委員：安中進（早稲田大学）、大畠菜穂子
（金沢星稜大学）、砂原庸介（神戸大学）、
田中雅子（東京大学）、永吉希久子（東京大
学）、前田亮介（北海道大学） 
・年報委員会（2024年度II期）（柄谷利恵子委
員長、関西大学）
 委員：清水耕介（龍谷大学）、須田祐子（東
京外国語大学）、友次晋介（広島大学）、堀井
里子（国際教養大学）、湯浅剛（上智大学）、
和田賢治（武蔵野学院大学） 



学　会　ニ　ュ　ー　ス

― 15 ―

・年報委員会（2025年度I期）（野口雅弘委員
長、成蹊大学）
 委員：網谷龍介（津田塾大学）、嶋田博子（京
都大学）、立石洋子（同志社大学）、趙星銀
（明治学院大学）、廣瀬克哉（法政大学）、
森川輝一（京都大学） 
・年報委員会（2025年度II期）（堤英敬委員長、
香川大学）
 委員：森裕城（同志社大学）、濱本真輔（大
阪大学）、山本健太郎（北海学園大学）、池田
文（愛媛大学）、今後若干名追加予定。 
・査読委員会（2022～2023年）（今井貴子委員
長、成蹊大学） 
 副委員長：田村哲樹（名古屋大学）、他の査
読委員名は非公表 
・文献委員会（2023年度）（堀金由美委員長、
明治大学）
 委員：髙山裕二（明治大学）、庄司香（学習
院大学）、川中豪（アジア経済研究所）、西海
洋志 （聖学院大学）、京俊介（中京大学）、
山岸絵美理（大月市立大月短期大学）、小川
恒夫（東海大学）、真下英二（尚美学園大学）、
樋口直人（早稲田大学） 
・文献委員会（2024年度）（飯田健委員長、
同志社大学）
 委員：石川涼子（立命館大学）、板倉孝信（東
京都立大学）、小椋郁馬（茨城大学）、木下健
（福岡工業大学）、小林秀高（拓殖大学北海道
短期大学）、酒井大輔（厚生労働省）、佐藤一
進（神戸学院大学）、林昌宏（愛知学院大学）、
三村憲弘（武蔵野大学）、村上友章（流通科
学大学） 
・書評委員会（2024年度）（浅野一弘委員長、
日本大学）
 委員：伊藤洋典（熊本大学）、岩淵泰（岡山
大学）、遠藤恵子（城西国際大学）、大八木時
広（日本大学）、高橋博子（奈良大学）、手塚
崇聡（中京大学）、土肥勲嗣（熊本大学）、羽
渕一代（弘前大学）、宗像優（九州産業大学）、
横田将志（八戸学院大学） 
・書評委員会（2025年度）（犬塚元委員長、法
政大学）
 委員：網谷壮介（獨協大学）、藤嶋亮（國學

院大学）、油本真理（法政大学）、三牧聖子
（同志社大学）、辻由希（東海大学）、荒見玲
子（名古屋大学）、坂井亮太（中央学院大学）、
平松彩子（東京大学）、坂本治也（関西大学）、
大倉沙江（筑波大学） 
・研究交流委員会（高安健将委員長、成蹊大
学）
 委員： 政治理論・政治思想:小畑俊太郎（甲

南大学）
 　　　政治史：小宮京（青山学院大学） 
 　　　 比較政治・地域研究:立石洋子（同志

社大学） 
 　　　 国際政治・国際関係論:宮崎悠（成蹊

大学） 
 　　　 行政学・地方自治:河合晃一（金沢大

学） 
 　　　 政治過程:山崎新（武蔵野大学） 
・国際交流委員会（大庭三枝委員長、神奈川大
学） 
 副委員長：清水唯一朗（慶應義塾大学） 
 委員： 台湾担当小委員会委員長：畝川憲之

（近畿大学） 
 　　　 韓国担当小委員会委員長：大川千寿

（神奈川大学） 
・選挙管理委員会（安井宏樹委員長、神戸大
学）
 委員：錦田愛子（慶應義塾大学）、藤嶋亮（國
學院大学）、武藤祥（関西学院大学）、山崎望
（駒澤大学） 
・倫理委員会（岡本哲和委員長、関西大学） 
 委員：芦立秀朗（京都産業大学）、武田宏子
（名古屋大学）、福島康仁（日本大学） 
・査読委員長（2023～2024年）　 田村哲樹 

（名古屋大学）
・IPSA担当理事 久保慶一（早稲田大学）
・開催校担当理事
　2023年度明治大学 牛山久仁彦（明治大学）
　2024年度名古屋大学 田村哲樹（名古屋大学）

なお、文献委員会への業績提出方法について、
オンラインの活用をめぐって意見が交換された。
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（3） IPSA大会派遣と国際交流基金の運用について
宇野理事長より、第2回理事会での議論に基づ
き、以下の内容について報告がなされ、承認され
た。

［2023年度国際交流プログラム助成費について］
①2023年度IPSAブエノスアイレス大会派遣に
ついて、海外学会渡航補助金額を引き上げ、20
万円とする。
②助成対象人数は、IPSA研究大会開催年通常
5名のところを、10名程度とする。なお、応募
人数が 10名を超えた場合は必要性に応じて対
象人数を国際交流委員会で判断する。 
③ただしこれらは来年度に限った措置とし、他
学会への参加および 2024年度以降については
別途検討する。
④以上の方針は 10月開催の新理事会で決定し、
ニューズレターなどを通じて速やかに会員に周
知する。 
［国際交流基金積立金］
①一般会計繰越金のうち 1千万円を国際交流基
金積立金に振り替え、一般会計から切り離し、
IPSAおよび海外学会との交流にあてる。
②IPSA分担金など国際交流基金事業費も、一
般会計からではなく、国際交流基金積立金から
の支出とする。
③上記の一般会計からの切り離しは、国際交流
基金積立金が費消されるまでの時限的なものと
する。

なお理事の間からは、若手会員の支援など、一
般会計繰越金使用の他の選択肢についての指摘が
なされた。また 2023年度IPSA ブエノスアイレ

ス大会派遣助成の告知の仕方についても意見が出
された。
〈報告事項〉
（1） 開催校ならびに開催校理事の報告
・2023年度開催校（明治大学）（牛山久仁彦担
当理事）
 牛山理事欠席のため早川常務理事により報告
が代読され、2023年9月16、17日に開催予
定であることが報告された。
・2024年度開催校（名古屋大学）（田村哲樹担
当理事）

 田村理事より、準備状況について報告された。
（2） 各種委員会報告
以下の前理事会より継続する委員会の委員長よ
り、準備状況について報告された。
・年報2022年度II期編集委員会　（五百旗頭薫
委員長）
・年報2023年度I期編集委員会　（高安健将委
員長）
・年報2023年度II期編集委員会　（井柳美紀委
員長）
・2022年文献委員会　（谷口尚子委員長）
・2023年書評委員会　（池谷知明委員長）

（3） 事務局報告
事務局より、学会公式Twitter の開設、および
新ウェブサイトの公開について報告された。
（4） 2022年度第4回理事会の開催について
早川常務理事より、2022年度第4回理事会の開
催について、2022年12月10日（土）15時からオ
ンライン会議として開催予定であることが報告さ
れた。
 以上

2022年度日本政治学会総会議事録

1. 日　時： 2022年10月2日（日）11時30分～
12時25分

2. 場　所： 龍谷大学深草キャンパス和顔館　
B201教室

3. 開会挨拶
渡辺博明大会開催校担当理事より、2022年度
総会の開会が宣言された。



学　会　ニ　ュ　ー　ス

― 17 ―

4. 理事長挨拶
大西裕理事長から挨拶があり、研究大会が 3年
ぶりの対面開催となったことの喜びと、困難の多
い状況下での学会開催に向けた企画、準備を進め
て頂いた開催校ならびに企画委員会等関係者各位
に対する謝意が述べられた。

5. 来賓挨拶
渡辺開催校理事より、リム・スンハク韓国政治
学会会長から祝辞が動画で寄せられたことが紹介
され、その内容が放映された。

6. 2021年度決算・監査について
安井宏樹常務理事より、2021年度第5回理事会

（2022年3月19日開催）で承認された2021年度決算
について資料に基づき報告が行われた。続いて坂
本治也監事より、2022年3月14日に業務委託先で
ある国際文献社において竹中佳彦幹事と共に実施
した監査について、適正に決算が行われていると認
めた旨の報告があり、2021年度決算が了承された。

7. 2022年度予算について
安井常務理事より、2021年度第5回理事会で承
認された 2022年度予算が報告され、了承された。
大西理事長からは、コロナ前の活動水準に必要な
額を確保するとともに、物価上昇等の影響も踏ま
えて、支出が過大とならないように努めたい旨が
示された。

8. 監事の選任について
大西理事長より、2022年度第1回理事会（2022
年6月11日開催）において、本年度総会で任期が
満了する竹中佳彦監事の後任に、白鳥浩会員（法
政大学）を選任したことが報告され、承認され
た。任期は 2025年度総会までの 3年間である。

9. 2023年度の理事選出選挙ならびに関連規程
の制定について
大西理事長より、2021年に電子投票で実施し
た理事選出選挙に関して、DXの進展という時代
の流れも踏まえて、理事選挙を電子投票化する方
針が示され、2023年に予定されている理事選挙
でも電子投票を可能とする、「2023年度に実施さ

れる日本政治学会理事選出選挙に関する規程」が
2021年度第5回理事会において承認されたことが
報告された。 

10. 理事監事選出規程等の改正について
大西理事長より、電子投票を今後恒久的に実施
するためには、理事監事選出規程の改正が必要で
あること、また改正手続きとして学会規約の改正
同様に会員投票の実施が求められることが示され
た。続けて、理事監事選出規程が学会規約同様に
扱われる点と、今回が初めての改正となることか
ら、正式な理事会での発議の前に、今総会でこれ
までの理事会での審議過程と今後の方針について
以下の点につき説明がなされた。
まず、理事監事選出規程には、改正手続きに関
する規程が存在しないので、それを「日本政治学
会規約十九条の手続きに関する規約」として整備
し、2021年度第5回理事会にて承認されたことが
報告された。
続いて、理事監事選出規程の改正案と、それに
付随する運用規程案が示された。概要は第6条の
内容を整理して、現規程で郵送投票とされている
理事選出選挙の方法について、電子投票を含む方
法から理事会が決定可能とすること、第8条にお
いて規定されている選考理事の選考の留意事項に
ジェンダーを加えることである。なお、投票方式
に関しては、別途運用規定を定めて、理事会の恣
意的運用を防ぐことも予定していることが示さ
れ、その規程案が示された（「日本政治学会理事
選出選挙の関する投票方式に関する規程（案））。
合わせて、理事監事選出規程改正案は新理事会で
の検討の上で、2023年4月に正式発議される予定
である点が示された。

11. 第4回日本政治学会若手論文優秀賞について
大西理事長より、第4回日本政治学会若手論文
優秀賞の受賞作として以下の二論文が選出され、
研究大会1日目の共通論題に先立って表彰式を
行ったことが報告された。山口晃人「子どもの参
政権の政治哲学的検討―智者政批判との関係から」
（年報政治学2021年-II号掲載）、金慧「デモクラ
シーと表現の自由―表現の規制は民主的正統性を
掘り崩すのか」（年報政治学2022年-I号掲載）。
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12. 各種委員会報告
①2022年度企画委員会
待鳥聡史委員長から、大会が順調に進行して
いることが報告され、開催校ならびに渡辺開催
校担当理事、理事長、事務局をはじめ関係各位
の尽力に謝意が評された。
②年報2021年II号編集委員会
平田武委員長から、特集タイトルを「新興デ
モクラシー諸国の変貌」として予定通り刊行さ
れたことが報告された。
③年報2022-Ⅱ号編集委員会
五百旗頭薫委員長から、特集を「幕末・明治の

国際関係再考」として順調に編集が進められて予
定通り刊行される予定であることが報告された。
④年報2023-Ⅰ号編集委員会
高安健将委員長から、順調に準備が進められ
ていることが報告された。
⑤2021‒2022年査読委員会
杉之原真子委員長から、2022-Ⅰ号について
は18本の投稿があり12が掲載可となったこと、
2022-Ⅱ号については 18本の投稿があり 4本
（うち 3本が独立論文、1本が特集論文）が掲載
可となったことが報告された。
⑥2022年文献委員会
谷口尚子委員長から、作業が順調に進行して
いることが報告された。
⑦2022年書評委員会
遠藤乾委員長から、既に年報に掲載されたこ
とが報告された。
⑧2023年書評委員会
池谷知明委員長から、鋭意作業を進めている
ことが報告された。
⑨研究交流委員会
曽我謙悟委員長から、現在分野別研究会16
が存在しており、今研究大会では 8つの分科会
設置の申し込みがあったことが紹介された。
⑩国際交流委員長
近藤康史委員長から、韓国・台湾の政治学会
へオンラインで各2名を派遣したことが示さ
れ、今後オンサイトでの海外学会への派遣、お
よび渡航費補助も再開予定であることが示され
た。また、研究大会1日目に韓国政治学会から
オンラインで 2名の派遣を受けて、国際交流パ

ネルを実施したことが報告された。
⑪倫理委員会
福島康仁委員長から、研究倫理、ハラスメン
ト防止等に関する調査を進めてきたが、次期理
事会に引継ぎを進めることが示された。
⑫IPSA担当理事
久保慶一担当理事から、昨年秋から 2回の理
事会が開催されたこと、2023年にブエノスア
イレスで IPSA大会がオンサイト、バーチャル
のハイブリッドで開催予定であることが示さ
れ、応募を促すアナウンスがあった。

13. 2023年度総会・研究大会の開催について
大西理事長から、2023年9月17（土）・18（日）
に明治大学駿河台校舎で総会・研究大会を実施す
る予定であることが報告され、開催校担当理事の
牛山久仁彦理事から、準備が進められていること
が報告された（安井常務理事代読）。

14. 事務局報告
安井常務理事から、オンラインでの学会入会手
続きについて、2022年3月22日から運用が開始さ
れたことが報告された。次にセキュリティ性能の
向上を図る観点から学会ウェブサイト改修を進め
ており、次期事務局と相談の上事務委託先の国際
文献社に依頼して作業を進め、近日中に公開され
る見込みであることが示された。次に、研究大会
に合わせて学会公式Twitter を開設して試験運用
を行ったことが報告され、今後の運用については
次期理事会において検討していくことが示された。

15. 理事長退任挨拶
大西理事長より、コロナ禍の中での 2年間の学
会運営に対して会員や理事・監事、事務局各位の
協力に対して謝意が述べられるとともに、今後の
学会及び政治学研究の発展への期待が述べられた。

16. 新理事長就任挨拶
宇野重規新理事長より、前理事長、前理事会お

よび前事務局、大会運営に関わる開催校の関係者
各位に謝意が評された。その上で新理事会の課題
として、第一に、ポストコロナの、オンライン及び
対面の双方の良さを生かした学会運営を進めるこ
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と、第二に、国際化への対応を進め、アジアの諸
学会との連携を進めて行くこと、第三に敷居の低
い、参加しやすい学会にしていくことが示された。

17. 新委員長、新事務局の紹介
宇野新理事長より新理事会の各委員会委員長お
よび、事務局メンバーが紹介された。

18. 閉会挨拶
渡辺開催校担当理事より、総会参加者に対し謝
意が示されたのち、2022年度総会の閉会が宣言
された。
 以上

事務局より

お詫びと訂正

2022年4月発行の「日本政治学会会報No.83」
に一部誤りがありました。
「日本政治学会2021年度第4回理事会議事録」
（15頁）
誤）
2021年度収支計算書、貸借対照表、及び財産目
録は、以上の通り相違ありません。
2021年3月10日
正）
2021年度収支計算書、貸借対照表、及び財産目
録は、以上の通り相違ありません。
2022年3月10日
お詫び申し上げますとともに、ここに訂正させ
ていただきます。

事務局移転のお知らせ

2022年10月に、事務局が神戸大学から東京大
学に移転しました。新事務局の連絡先は、以下の
とおりです。
〒113‒0033
東京都文京区本郷7‒3‒1
東京大学社会科学研究所内
日本政治学会事務局
jpsa-office[at]jpsa-web.org
前事務局に対する皆様からのご協力に感謝申し
上げますとともに、新事務局への一層のご支援を
よろしくお願い申し上げます。

メーリングリスト登録確認のお願い

会員の方でメーリングリストへの登録があって

も、利用サーバーの状況や古いアドレスなどが理
由で学会からの案内が届かない方がいらっしゃい
ます。また、マイページの操作ではメーリングリ
ストへの登録はできません。心当たりのある方、
また新規に登録を希望される方は、業務委託先の
（株）国際文献社までお問い合わせください。
（株）国際文献社 日本政治学会会員業務窓口　
jpsa-post[at]bunken.co.jp

会費納入についてのお願い

年会費をまだ納入されていない方が若干おられ
ます。何とぞ速やかに納入していただきますよ
う、ご協力をお願いいたします。一般会員は
10,000円、学生会員、シニア会員は 5,000円です。
終身会員（一時金30,000円、または 20,000円）の
制度もございますので、ご利用ください（詳しく
は、日本政治学会ウェブサイト http://www. 
jpsa-web.org/contact/faq-others.html をご参照く
ださい）。郵便振替により、以下の口座番号、加
入者名あてに納入をお願いいたします。
口座番号：00120‒2‒500664 
加入者名：日本政治学会 
なお、2022年度末までに 2022年度および 2021
年度の会費を納入されなかった会員の方は、「日
本政治学会規約」第8条に基づき、自動的に退会
扱いとなりますのでご注意ください。会費の納入
状況につきましては、「マイページ」でご確認く
ださい。
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訃報

下記の会員が逝去されました。謹んで哀悼の意
を表します。
判澤純太氏　 新潟工科大学教授　アジア国際関

係論・日本政治外交史　1951年
生

北川雄也氏　 法政大学客員研究員　行政学・政
策評価論　1990年生
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